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肝炎対策の推進に関する基本的な指針 (案)
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の推進に関する事項
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炎患者等の人権の専革に関する事項
第9 その他詳炎対崇の推進に1関する.重要事項   .

肝炎とは、肝臓の細胞が破壊されていう状態であり、そ:の原因はtウイルス性、ア

ルコ∵ル性、自己免疫性等に分類され、多様であるもしかも募ギも達」■2上コlヽ 我が国

では、肝炎患者のうLB型肝炎クイル不スはC型肝炎ウイルス (以1下「肝炎ウイル型 |

染に起因する肝炎春者が大きな割合を占めて

に係る量策が喫緊の課題となつてぃる■    | ||      ‐
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疾患診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」

を 測自 め
:て

き
‐
プt=。 |           |

さらに、研究分野に関しては、平成
旱
01

‐ ‐

い う n)`)

を必要とする.者 |ヒ適切に麻炎医療な提供していくためにはlt.いまだ解決すべき課題が

多い。また、肝炎ウイルスの感染経路等に1

肝炎ウイルス検査を受検する必要性に関す

肝炎ウイルスーに持続感染している者 (以下



第1「炎の予防凛び

"条

颯療の推進の基本的な.方向
(1)基本的な考え方 |             ‐

肝炎は、適切|な治琴を行わないまま放置すると慢性化し、
たより重符な疾病症盤に進行するおそれがある|こ めたあ、

肝硬変宝■肝がんといら

異撼f響棚略り暉ユダ率現酔彙基華白0ぃ」:肝炎患者等■とぃぅ註二が生活する中■
腱■かわることとなるすべての関係者が肝炎に対する係る理解を深め、これらの関係
者の協力の下、肝炎患者等が安心して生活できる環境づくりに取り組むことが必要で
ある:       | ‐       |
ま■、肝炎対策         はtF炎昼者等を含めた国民の視点に立ちt菌

民や関係者の理解、協力を得て、肝炎患煮篭を含む関係者が二盗=丸となってェ連携
して対策を進めるすることが重要であるよ

(54)肝 1lF関する正しい知盤の更なる普凛啓発             ‐
肝炎ウイルネ4廉■畢談リイル利日をョハ与t■は、感

染しても自覚症状に乏しぃことから、感染に気付きにくく、また、感染を認識してい
|そ も、感染者が早急な浩療の必要性を認識|レ にくい

`こ
のたり、国民一人一人が自身

の1肝
本ウィ″スの感染状況を認識tt肝炎についての係る

=し
い知識を持つよう、更

なる普及啓発に取り組む必要がある。

事らには,肝炎患者等に対する4A― 不当な差別を解消し、また、感染経
肇について,知識不星による新規たな感染を予防するためにも1月干炎についての係る
正しい知識の普及が必要である:  |‐

2

「 (2こ)詳炎ら″ルス検査の吏去乞腱進



肝炎ウイノンスの感染については、感染経路が様 で々あ:り tl偶共の過去の生活に基ゴ

き個人のお事る感染リスクの有無を判断するこ・||い困難でゎる:こ の:ためこ■から、

肝炎ウイルス検査の受検機会を広く1提供し、すべての国民キ→子が、少な―く―とも■回:

は肝炎ウイルス検査を重検立五受導ることが可聾な体制を整備し、受検の勧奨を行う

ことが必要である。

(■4)適切な肝炎曝療の推進

炎1患者等の健康保持のためには、

個々の状況に応じた適切な治療を受けることが重要であるも

肝炎患者等に対し、病態に応じた手る適切な1医療|を提供するためには、専門的な

知識や経験が必要であるため、`個々の肝炎昼者等はt肝炎医療,治療を専Fョ とす:る

医療機関 (以下「専門医療機関」という:)において治療方針の決定を受けることが

1望ましい。            ■                  ,
また、専門医療機関において治療方針の決定を受けた肝炎患者等は、継続して適

切な治療を受けることが必要である。

このため、肝炎患者等が、居住地域にかかわらず適切な肝炎医療を受けられるよ

う、         地域の特性に応じた肝炎診療体制の整備の促進に向けた取

組を進める必要がある。
また、肝炎ウイルスをの排除主る又はその増殖を抑制する抗ウイルス療■ (肝炎

の根治目的で行うインターフェロン治療及びBI型肝炎の核酸アナログ製剤治療をL
う。以下同じ8)については、肝硬変や肝がんといつたtよ り重篤な病態ヽの進行を

予防し、又は遅らせることが可能であり、また、ウイルス量が低減することにより

二次感染の予防につながるという側面があるここの|た,めことから、1引 き続き、抗ウ

イルス療法に対する経済的支援に、駆り組み、その効果を検証していく■必要がある:

(65)肝炎患者等及びその家族笠に対する相談支援や情報提供の充実

肝炎患者等及びその家族笠の多くはt,夕4ル昇性肝炎が肝硬変や肝がルというた、

より重篤な病態べ進行することに対する将来的な不安を抱えている:ま た、治療に

おける副作用等、治療開始前及び治療中において、精神:的な負担に直面することも

多い。この
iた
め       、1        肝炎患者等及びその家族笠の不

安や精神的負担の軽減に資する.ため、肝炎患者等及びその家族笠ヽの相談率援を行

う必要がある8          .      |
また、肝炎患者等が その家族笠を含む国民の拠点暑線に立|た千‐分かりゃ

すい情報提供について       、取組1を1強化主五准めてい4必要がある。

(■0)肝炎医療をはじめとする研究の総合的な推進

肝炎は国‐内最大級の感染症であり、感染を放置すると肝硬変主

「

肝がんといつた

重‐篤な病態に進行する。このため、肝姿のみ暮らげ■拝姿中ら進行した肝硬変や肝

肝炎医療の水準の向上等に向けて′、肝炎に関する基礎(臨床_及び疫



学T客等蕉総合的に準準すo必要が||う■             |‐・  i
またtF容墨者等の負担軽減|1資する|よ う、1肝炎対策を総合的に推進するためめ‐

基盤となる行政的な翠軍奪幽盤革́ 曇率華ユ鐸饉中中究にっいても準ゅる必要がある1

第2‐ 肝炎のテい た0の雄策11関する■
=         

■|   ‐ |‐
(1)今後の取組の方針|ついそ 

―
|:|‐ ‐           ‐ .■

感染経路にっいてのIll議不足による新規感染を予防するため ‐ヾす

^て

あ1国民ll寿 ‐

1上ェする肝炎についての二しJヽ1知識をの普及主ることが必要であるよ       |

の

し

(′)'摯黎響が必要な警棟にっぃて|             |
ア 1国はt日 常生活上の感染予防の留薫点や、集団生活が営まれる施設ごとの感染

予防ガイドアイン等を策定の作成し二地方公共団体等と_ieを図り二その成果の豊及
整発を行う::…                        ・

ピアスの

上 の

発を行:う :     ‐ |
|ウ‐国及び地方公共団体は、医療従事者等の昼染のハイリスクの高い集団を中心と
してt BI型肝炎ウクチンの有効性、安全性に関する情報提供を行う。    |
|工 国は、水平感1染防止の手段としてのB型詳炎ワクチン接種の1有効性、安全性等

第31肝翼検奪の奥施体制及び検査籠力の向上に関する事項
(11)今後の取組の1方針について    |
:肝炎ウイルスの感染状況を本人が把握するための肝炎ウイルス検査については、健

や事業主等の多様な実施主体におぃて実施されていることや、
プライバシ■に:配慮して匿名実施されている場合があること等から、当該検査の受検
状況の実態を把握することは困難

ために

4攀草2翼挨肇エコニエ坦握立ゑ上坐2蓋査及び壺究が必菫であるo

また、肝炎ウイルス検査未受検者や、受験しているが検査結果を正しく認識してい



ない者等、いまだ感染の事実を認識していない肝炎患者等が多数存在する|こ とが推定

される

二回は肝炎ウイルス検査を受検することが

ための砥究盤麗直主魏塗菫菫堕毎 :     |      |‐ .:    ■||
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(2)今後取組が必要な事項について

及び研究を行う。

イア
ー
国は、現在、地方公共団体が実施主体とならて

|

琴男陶J慰丼当自却聯喜義為卜において行つてぃる肝炎ウイィレス検査にういて、

地方公共団体に対し、引き続きt検‐査実施と.そめ体制整備を働
| |

24 国及び地方公共団体は、丼条■イルユ検査の実施■ついえ■案絶■体尊み

る地井公共団体に対し_住民に向け1肝炎・ウイルス検査に関する広‐報生の摯

`ヒ

を要請する。あわせて、          蝶1二五立1'玉撻庫     者
や、医療保険者、事業主等の関係者の理解と―協力の下)引 き続き、:関係者に対

し、労働者に向けた肇検勧奨を三壺実施する。

工事 国は、多様な検奪機会の確保を目的として、医療保険者が健康保険法 (大

正 11年法律第70号)に基づき行う健康診査等及ひキ事業主が労働安全衛生法|



(昭和47午法律第57号)に基づ豊往ュ(健康診断,機会≒暮らえモニ登±て
実施する.肝条ウイルス検査についてはt継続して実施されるよう働きかけを得 |

量     ] [ テ美
シーに配慮した適正な通知と機 取扱いにもぃて
対上ェ政めて周知する.gi l   l l

庄工 自は、肝炎ウイルス検査の受淡前及む結果通知時においてt受淡著各自が、

ア遍勇兵婁昌|   |
1峯|二 |
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う墨謹指春するも         :

第4 群炎医療を提供する体制の確保に関する事項

(1)今後の取組の方針について

肝炎ウイ
'レ

ス検査の1結果二診療が必要と判断された者が医療機関でを受診しない、
また、たとえ医療機‐関|でを受診しても、必ずし、適切な圧炎医療が提供‐されてぃない
という問題点が指摘されている:

このため、                            轟進真7(
|           

‐
‐

‐
― 道府県が設置する肝疾患診療連携拠点病院             を

中心とし、1専 Pl医療機関とかかりつけ医が協働する仕組みとして、地域におけ
る肝炎診療ネジトヮ‐夕の構築を進め、す|べての肝炎患者等が継続的から適切
|な圧炎医療を受けることができる体制を肇備する      |     |

4‐地域保年や壁域において健康管理産業保健に携わる者を含めた関係者の連携■
協井の下t肝炎患者等に対する受診受療勧奨及び肝炎ウイルス検査後のフ芽ローア
ップを実施することにょ|り 、肝炎患者等の適切な医療機関人の受診を進める必要が

'111と

J`,L。

またt              l              ‐‐

■■肝炎患者等が、                 勁車業工L業麓幽1二造
慶を受ける.こ とができる環境づくりに:向けて、1引 き続き、事業主、職城におぃそ健



康管理に携わる者産業保機関係者_及び労働組合をはじめとした関係者の協力を得

られるよう、必要な働きかけを行う必要があるi。               ‐

さらに、                      |
エー肝炎患者笠の経済的負担軽減のための          F本 医療費助啓

の実施及び肝炎医療に係る諸制度の周知に:よ り、1肝炎の早期かう適切な治療を推準‐

する。             ■

(2)今後取組が必要な事項について

:

ア 国は、地方公共団体と連携して、̀
‐
用

診勧羹等、麻久患著牛を個 の々病‐憩

'ヒを地域において中心となつて進める人

治療方法、肝炎医療に関する制度等め情
‐
報を取

`り
まとめ、肝炎ウイルス検査に

■

二≠ 国は、地域保健や職域において健康管理に携わる産業保健に従事する者が

肝炎患者等に対してへ提供するために必1要な情報を取りまとめについて整理し、

地方公共団体や医療保

険者等と連携を図:り 、その成果の普及啓発を行う事る電

24 国は、拠点病院等の医療従事者を対象として実施される研修を効果的に進

めるため、研修計画を策定する。また、国及び都道府県は、地域における診療

. 連携体制を強化事るキめ■拠点病院が行う研修合の支援方法について検討する。

工 国は、地域における診療連携体制を強化するため、地域における連携の推進

に:資する研究を行う`   
′  ―

生夕 国は、整重辮場における肝炎患者等に対する理解を深めるため、肝炎の病態、

治療方法及び肝炎患者等に対する望ましい配慮についての先進的な取組例笠2
情報を取りまとあを分か与や事(手したり‐タンッキ等を活用も、各種事業主団

体と連携を,図 り、その成果の普及啓発を行う1怒通→く栖讀11=り略 。

2エー国は、肝条医療費助成制度、高年療養費制度t傷病手当全及び障害年金等の

肝炎1医療に係る暴存の選
=葦

制度にらぃて情報を取りまとめ、

地方塗基国ムと」墓盤中 炎?治療を進ゃる

際2に医療機関や肝疾患相談センタ■等における活用を推進する。

主オ 肝炎情報センターは、1肝炎:医療に係登つい手■最新情報を収集し、拠点鹿院

容に関して情報収集をした後、肝炎情報センターのホームページ等に分かりやす

■い形で掲載すること笠により、医療従事者及び■般国民に向|けて可能な限り迅

,速に周知を図る。                |

第5 肝炎の予防及び肝炎医療に関する人材の育成に関するi事項



`1)今

後の取組の方針につぃて   |
肝炎ウイルスヘの新規感染|1年蕉防ぎt肝炎に係る医療の水‐準を向上させるた

めにいく肝炎の予防及び医療に携わる人材?育成を待ぅこ■が車要である:

このため、                     二必姜ぶもぅ■ 
‐

子■新規の肝炎ウイルスヘの薮鯉感染の発生の防止に資する人材を育成するととも

い   .       ‐|       `              1

イニ肝炎ウィルネ感染が判明した後に適切な圧炎医療治療に結びつけるための人材
を育成する          |                     ‐

また、 |  ‐

■■肝炎医療に携わる者が、最新の肝炎検査に関する知見を修得することは、
切な治療方針の決定や患者‐に対し適確な説明を行う上で非常に車要であるため、

本1医療|1携ゎる者の資質向上を図る:

|さ ら'に、                                          .
■■地域における肝炎に係る医療水準の向上等に資する指導者を育成することが

必要であるょ .       :

(2)今後取組が必要な事項について

ア 国は、新規の肝炎ウイ,ルスヘの新規感染め発生を防止するため:各施設におけ

る感染予防ガイ ドライン等の策定作成のための研窄を推準し、地方公共1団体等と
‐       当該研究成果について普及啓発を行う1集を講じる。     | ‐
イ 国は、地方公共団体と連携して、1肝炎ウイルス検査後のフォロ■テップゃ受診

1勧奨等、肝炎患者等を個々の病態に応じそ適切な肝炎医療に結びつける取組を地
1域において中心となって進める人材の育成を進める。(再掲)        |
241国は、肝炎情報センターに対し、1目立国際医療研究センターの中期目標及び
中期計画に基づき、拠点病院等指導的立場にある医療従事者に対し、最新の知見
を踏まえた肝炎検査を舎む基び肝炎医療に関する研修が行われるよう1議1壁監
する。 (再掲)      .

第6 :肝炎に関する調査及び研究に関する事項:      ‐

(1)今後の取組―の1方針について

肝炎研究については、これまでの成果「を肝炎対策に適切に反映するため、研究実績―
を総合的に1評駈及び■検証するとともに1今後、行政的な課題を解決するために必要

|な研究を実施していく必要がある。     .  1      .
0

1月 |:||:|||;|||||:|,||:|:|:||;|||:Lユ =、
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・

童ヱニととも
‐■月干炎対策を総合的に推進するための基盤となる肝炎研究を推淮するとともに、将来
の肝炎研究|を担う.着手研究者の育成を行い.肝炎研究の人的基盤の拡大を目指す。

適
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得られるよう、分かりやすい情報発信を推進

(2)今後取組が必要な事項について      |       |       |

'‐

価皮6t」]貰L」J`舞IIII瑳]整当L』星墨墨雪I五盤讐」liま:||・
ユ牢|千サ千?評

作予うt‐ ‐    l  i
エイ 国は、肝炎研究について国民1の翠解を得られるよう、当該研究の成果にうい
て分かりやすく公表し、周知を図る:

第7 肝炎医療のための医薬品の研究開‐発の推進に関する.事項

(1)今後の取組の方針について

肝炎は重篤な疾病であり、≠‐肝炎医療のための医薬品の鴨発等に係る研究を推

―
     |

イー肝炎医療に係るのための医薬品を含めた医薬品2開発等に係る研究が促進 さ‐

れ、早期の薬事法 (昭和35年法律第 141号)の規定によう製造販売の承認に資す
るよう、治験及び臨床研究の活性化の:取組を推準し、さらに、事る

「
ウー肝炎医療のための医薬品を含めた、特に必要性が高い医薬品及び医療機器が

速やかに医療現場に導入されるためによユ、審査の迅速化等の必要な措置を講じる
必要がある。                       .

(2)今後取組が必要な事項について ‐

ア 国は、肝炎等の医療の医療水準の向上等に資する■腰条医療0ため,駈医薬1品
‐

の開発等に係る研究を推進するも

イ 国は、肝炎医療に係るo■めo麺医薬品を含めた医薬品開発等に係る治験及‐び

や臨床研究を引き続き推進する。

ウ 国は、肝炎医療に係る新医薬品(新医療機器等にらぃてはt優れた製品を迅速
に医療の現場に提供できるよう、有効性や安全性に関する審査体制の充実強化等
を図る螢など承認審査の迅速化や質の向上に向けた取組を推進主五■てぃ4。

工 国は、肝炎医療に係る量医薬品等のうちt‐欧米諸国で承認等されているが国内
で未承認の医薬品等であって▼医療上必要性が高いと認められるものについては、
関係企業に治験実施等の開発要請の取組を引キ続き行う。

薬品については、他の医薬品に優先して承認審査を進める_    ‐



第8 肝炎|:関する啓発及び知no普及並びに肝炎患者等の人雇の尊重に関する事壇
(1).今後―の取組の方針について| ':
辟炎に係る

=し
い知識にういては、多くの国民に十分に浸透していないと考えられ

る

←      |‐

‐‐工Tごうした中においてtl肝本ウイルス検査の受検を勧塾促巻し、また、肝炎

ウイルスの新たな感染を予防するためには、すべての国民における対してで肝炎の予

防、病1態及び治療に係る正しい理解が進むよう普及啓発及び情報提供を推進する必要
がある。    |     ‐ |||
また、  ,  .       : ‐

1 4二早期かつ適切な治療を促すため、肝炎患者等が肝炎の病態及び治療に係る正し
い知識を持てるよう、普及啓発及び情報提供を推進する:と .と襲笙い■ :  :
夕‐肝炎患者等が、不冶理蹂梨爆卜待遅杢当上羞型を受けることなく、社会に|おい

て安心して暮らせる環境づくりを目指し、肝炎患者等とその家族笠■選族や、1医療従

事者、事業主等の関係者をはじめとしたすべての国民が、肝炎について係る正しい知

識を持つための普及啓発及び情報提供を推進する必要がある。   .  I

(2)今後取組が必要な事項について  ,

‐  ア 国は、1平成22年 5月 の世界保健機関 (WHQと総会におぃて、世界肝炎デァ
日本肝炎デ■を設定する6:あわせて、国及
ス肝炎研究財団の実施|する「肝臓週間」と

普及啓発を行う。     |

|うための普及啓発を行う
^

ウ ー国及び地方公共団体は■■わけ、      近年我が甲における感業事Fljの

報告がある急性」型肝炎 (ジェノタイプA)はt従来40-に 輩し二性行為に
よ与感染が1慢性化することが多いとされていることにかんが生二一 母子感染

や乳幼児期の水平感染に加えて、ヒト免疫不全ウイルス (HIVL等と同じく性笙
為によ.り 感染する苛能性があるといJ出書染庭としての認識を促し、予防策を講
じる必要があることにういて普及啓発を生ユ推準する。

二千 国及び地方公共団体はt肝炎患者等への二診
― 奨活動として、医療保険:

|‐者、医師その他の医療従事者の団体t職域において1健康管理に携わる産業保健

任従事する者の団体、事業主団体等の協力を得て、肝炎の病態、知識や肝炎医

療に係る諾制度について_普及啓        を空立推進する。

ユタ 国1ま、府炎患著等二年医1師等の医療従事者、職域において健康管理に携わる
|          、1事業主等の1関係者に向けて:各々の立場で必要な情報

10



を取 りまとめ、

い■の
～
製甲需叫J■響十ッ半等割特却■瑚鞘峨睾i孟■2成塁盤こ∠⊇いて普及

啓発を行 )キる。     1  ,        :          ‐

2■
‐
国は、地域における医療機関において、肝炎に係‐る情報提供が適切になされ

るよう、肝炎情報センタ■に対し、おける情報提供機能を充実させるよう要請

する。    |  ‐    |‐ 1              ′

主オ 国及び都道府県はt拠点病‐院の相談センタ‐を周知するための普及啓発を往

ユ     。    |
2■ 国は、医療保険者や事業

=が
肝炎ウィル不検査を実施する場合の検査結果o

―
にういて、プライパシこに配慮した適

=な
通知と検査結果の取扱いにつ:

ぃてt医療保険者及び事業主に対して改めて周知するも1(再掲)

共団体と連携を図り、|その成果の普及啓発を行う̂

第9 その他肝1炎対策の推進に関する重要事項

(1)肝炎患者等及びその家族等に対する支援の強

`じ

及:び充実     |
① 今後の取組の方針について

子 肝炎患者等及びやその家族笠が、1肝炎と向き合いながら治療を含む生活の質

の向上に取り組むことがで主るめるようt相談支援体制の充実を図り、精神面

でのサポート体制を強化するとともに、‐

4_肝炎患者等が不合理な取扱い不当な差別を受けた場合、肝炎患者等‐人二人

の人権を尊重し、不会理な取扱い不当な差別を解消するため、適切な対応を講

じることができる体制づくりを進める必要がある。 :

② 今後取組が必要な事項について

ア 国は、都道府県と連携してt肝炎患者等及びやその家族等の不安を軽減する
ための情報提供を進めるとともに、|1兵び肝炎患者等が その家族等と、医師
をはじめとした医療従事者とのコミュニケ∵ションの場をの提供を推進する。

i

工事 国は、肝炎情報センタ‐におい■対し、拠点病院の相談員が必要とする情
報について整理し、積極的に情報提供が行われるよう要請する。

之工 国は、地方公共団体と連携して、法務省
―
の人権擁護機関相談窓由の周知を

図る。                |

(■喜)地域の実情に応じた肝炎対策の推進  : ||‐
都道府県においては、肝炎対策基本法の趣旨に基づき 都ヽ道府県単位での肝炎対策

lti



鑓轟計鷺漂語講違彗誕:電3轟:号1温ン度観警卵まため?↑
事‐■、          聾:な公表風体は:積極的に、国をはじめとする他の行

政機関との導場を図■なが■国ユう0着炎対策を講じる― ことが望まれる。

で43)自 :良あ1務 ,こ基づそ載組|:|| |         |     ‐
1 子 肝炎対策基本‐法第6条の規定にかんがみ1肝炎対策はt.肝炎轟者等とそめ

'家
族

‐
笠■島族を含めた国民が主体的がつ琴樺中に活摯すo必要‐ギ

:わ

■ 聾 年 聾 撃 鉾 摯■・J .ぅ 11轟■ふ んとし(う 墨 ふ墨轟墓こど| |二41国民二人■人が、1肝炎|は放置す

●準ける苛能性わ̈ 各人η籍貰二論緻第現鬱鉗 |1病気であることを理解した上でt少 |

| ::,自 身の肝炎ウイルス感染め有無にっいて、早期に認識を持つよう努めること。
■夕 1国民

=人
一人がt肝炎ウイルスヘの新規キな感染―の可能性がある行為にう

いて正しい知識を持ち、新たな感染が生じないよう行動すること。また、肝炎
||タイィレスの感染に関する知識が不足していること笠によ―り、肝炎患者等に対す

_  う手合理な取扱い不当な差Bllや、それに伴う肝炎患者等の精神的‐な負担が生じ

ることのないよう、正しい知識に基づく適切な対応に努めること。      |

‐    ||

|

‐
                                                |||

(26)肝硬棄ユJ‐肝がん患者|=対する更なる支援Ω査ユ左二2旦工     ■
肝炎から準展事る進征した肝硬変及び■肝がんは、根治的な治療法が少ない。←

このため、肝硬弯丞ご卜肝がん患者の不安■軽減するために、以下の蓼組を講じゑ上
のとする蝶 。 |    | .:   1         1    ‐

ァ■国は、二肝硬変丞ビ■肝がんを含む肝疾患にっいては、篠療従事嗜oわ研修■及
‐■び「肝炎研究 7カ年戦略」に基づく研究をの推進する。あわせて、国及び地方公

共団体はt月千硬変及び肝がんを含:む肝疾患に係る肝炎医療の

一
本準?向

上等                    書`壺         を推準
望

…

。    | ‐

イ
ー
国は、都道府県‐と連携して、        肝硬変及‐び肝がん患者ム食豊,

肝炎患者等及びやその家族等の不安を軽減すっための情報提体を進:めるととも
1′

二、孵 肝炎患者等及びやその家族等と、医師をはじめとした医療従事者との■
ミュ■ケーションの場を・●・提供を推進す.る。    | || |   ‐

|

ウ 平成22年度から、す定の条件の下t身体障害者福祉法 (昭和124年法律第233

量とにおける身体障害||、 新たに肝臓機能障害り二艶止壷ni上が佳轟轟けられ

12



障害認定の対象とされL■そ―の

認定を受けた者め肝臓移植t'干臓移植後の坊免疫療法とそれらに伴う医療にうい

ては、自立支援医療 (更生医療)の対象とならており、引き続き当該支援を継続
する。            |‐

‐

(56).肝炎対策基本指針―の見直し  |                ‐

肝炎対策基本法第9条第 5項においては、「厚生労働大臣は、肝炎医療に関する状

況の変化を勘案し、及び肝炎対策の効果||1関する評価1を踏まえ、少なくと|、 6.年 ごと

に、肝炎対策基本指針に検討を加え、必要がぁると認めるときは、これを変更しなけ
ればならない。」とされている:       |
この基本杢指針は、肝炎をめぐる現状を踏まえ、肝炎対策を総合的に推進するため

に基本となる事項について定めたものである6今後は、杢基本指針に定める取組を進
めていくこととなるが、1                      国二塁左公基
団体等における取組について、定期的に調査及藝挙馨ヽ 感■通二評価を行し`、肝炎を
めぐる状況変化を的確にとらえた上で、必要があ―るときは、基本指針策定から5年を
経過する前であうても、本指針について検討を加え■れを昇喜も、変更するLり■と
とする。    |         ― :            ヽ
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